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予定であり、留学生の e-mailの利用や、 WWW(WorldWide Web)などの
活用による情報検索ならびにセンターからの情報発信が始動することになっ
ている。
一方、留学生センターの業務の今一つの大きな課題である、日本人学生の
海外への送り出しに当たっては、海外における研究動向についての情報検索
が必須となるが、これについても、羽川弓Vなどのメディアは大きな役割を
果たし始めつつあるといってよいn
(3) 関連領域を対象とした研究活動
本センタ一発足当初から、関連領域についてのいくつかの研究が行われて
きている。その主なものをあげると、①留学の動機と意思決定過程について
の研究、②留学生の医療状況に関する研究、③帰国留学生の実態と将来的役
割についての研究、などがある。とりわけ③との関連では、帰国留学生のデ
ータベース化が行われ、現在も年度ごとに更新されつつある。
現状について付記するならば、留学生センターの指導部門の業務は、必ず
しも京都大学内部において完結することばかりが対象となるわけではない。
京都地域との関連や全国の他大学の留学生関連部局ともひろく接触を行うこ
とが求められている。前者については京都地域留学生交流推進協議会との連
携活動が中心となっている。また後者については、既に設置されている、あ
るいは今後設置されてゆくであろう、他の国立大学の留学生センターとの積
極的な交流が重要となる。
というのも、このような状況にあって重要なことは、日本国あるいは日本
の大学が、総体として留学生をどのように受け入れ、またどのように、日本
の学生を世界の大学へと送り出してゆくのかであって、こうした問題に大局
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的に対応するための 1つの方向として、それぞれの大学の留学生センタ一指
導部門の聞の相互交流を密にし、その活動の質の向上に努めてゆくことが考
えられるからである。
こうした理念のもとに、平成 2(1990)年度以降、毎年、全国の留学生セン
タ一指導部門担当者が集まって、様々な問題について検討を続けてきた。そ
して平成7年度後半には、「留学生指導研究協議会」が正式に発足する予定
であり、定例研究会を行い、近い将来には機関誌の発行ももくろまれてい
る。この研究会においては、個々の事例研究とともに、留学生政策の基本と
なるであろう様々な研究成果が論じられ、発表されてゆくことになると思わ
れる。本学の留学生センタ一指導部門も、独自の立場から、こうした活動に
積極的に関与してゆくことになると考えられる。
980 
第5節研究活動
第 1項 目本語・日本事情教育に関する研究
留学生センターが日本語・日本事情教育を行うに当たり、留学生の日本語
能力を定期的にil.Jり、評価することは、学生の不足している語学力を補うた
めに欠かすことのできない基礎研究である。本センターが設立されて 4年に
なろうとしているが、留学生の語学力の基礎データを集め、蓄積することは
日本語教育の方針を立てるうえで極めて重要な作業である。この蓄積のうえ
に初めて京都大学での日本語教育が方向性を持ったものとして住置付けられ
るのである。日本語については日本語能力試験など定まった形式があるが、
特に口頭表現の評価、発音・発声の評価、矯正については、今後研究が進む
分野であると考える。これは 1大学の取り組みとしてではなく共同研究の形
で進められるものであろう。また、日本事情についても全国で多くの研究会
などが発足し、そのあり方を模索している状態である。日本事情ということ
ば自体極めて多義的に解釈されるため、その教育のあり方はまさに千差万別
といった状況である。京都大学では、日本事情講義は、日本語・日本文化研
修の一環として住置付けられている。この方法は他大学では見られなかった
ものであり、今回講義録を作成し、全国の各センターや研究機関の意見など
を聴き、今後の日本事情の方法を探る一助としたいと考えている。さらに、
留学生向け日本文化概説の方法なども今後の課題としていきたい。
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第2項教官の研究活動
大東祥孝は精神医学(神経心理学およぴ精神病理学)を専攻し、総合病院での
約10年聞の臨床診療研究活動のあと、京都大学保健管理センター神経科にお
いて、学内の学生(および職員)の精神保健診療に従事し、青年期の精神病理
学に関する諸問題を検討した。同時に、京都大学医学部附属病院において神
経心理特殊外来を担当し、高次脳機能論に関する研究を続行した。
平成 2(1990)年留学生セ ンター着任後は、とりわけ留学生の医療状況、留
学に際する意思決定過程、留学生の精神保健に関わる諸問題、等の側面か
ら、いわゆる多文化間(異文化問)精神医学の研究にも関心を寄せている。他
方、帰国留学生の実態調査を通して、日本留学の長期的な意義と展望につい
ても検討を行っている。
さらに、留学関連情報の提供や留学生相談に際して必要となる情報交換
を、コンビュータ一・ネットワークを通して行う試みに着手しつつある。
平成 3(1991)年からは、大学院人間・環境学研究科の教授を兼任し、高次
脳機能論の講義、演習、論文指導に従事している。
岡川長郎は京都大学農学部農芸化学教室助手(土壌学研究室)、同大学院熱
帯農学専攻講師を務めた後、平成 5(1993)年 4月にセンターに着任した。農
学部時代は初期には主として熱帯地域の水田土壌の土壌生成学や数値分類を
導入した土壌分類の研究を行い、その後リモートセンシング技術を活用した
土壌調査法・土地利用調査法の方法論の開発にたずさわった。その問、一方
では他分野の専門家と共に、圏内では土壌とそこに立地する植生型の関係に
注目した近畿地方の里山の自然環境の研究調査、また海外ではE寒帯(カナ
ダ・ノースウエス卜準州)から熱管(南米アマゾン河およびオリノコ河流域、タ
イ・コラート高原など)までの広範な地域で土壌および農業生態の調査・研究
に従事した。
センター着任後は、他で詳細に述べられているように、日本語教育におい
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て本センターが抱えている独自の諸問題について、自然科学を専攻している
研究者・教師の視点からの検討を行っている。一方、これまでの専門分野で
の活動においてはやや研究の手法が限られることになるが‘引き続き最新の
情報を得るよう努めて、これをセンターでの留学生の教育・指導にフィード
パックすることが課せられた任務であると考えている。
森真理子は平成 2(1990)年センターに配置された。日本語・日本文化に関
する研究活動のほか、日本文学の分野では近世日本文学を中心に研究を進め
ている。特に書誌的な研究では、近世後期の地方文化を伝える文書類を解
読・分析し、文書を通して地方文化の実態を明らかにしてきた。九州・旧団地
方の文人の書簡研究等はその研究の一環である。また地方の豪商と大阪俳人
の交渉を書簡、発句評などの文書資料から跡付ける研究を行っている。その
他説話文学に関する辞書編集や近世説話を中心とした研究も手掛けている。
家本太郎は、文学部助手(言語学講座)を平成 2(1990)年から 3年間務めた
後、平成 5(1993)年度より本センタ一助教授に配置換えとなった。専攻は南
アジア地域の言語学で、 ドラヴィダ諸語の統語論、形態論および当該地域の
社会言語学的事象を主な研究対象としている。平成5年からは、文部省国際
学術研究(r電算機利用による南アジア諸言語の比較・対照研究J)による共同研
究をインド政府諸言語中央研究所にて行っている。また、学内非常勤講師と
して、平成 3(1991)年度より文学部にて共通科目「タ ミル語」を担当してい
る。
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第 6節展望
本センターの重要な任務である留学生の日本語教育に関して総合大学であ
る京都大学の抱えている問題は複雑である。まず、部局によって必要とする
日本語の内容とレベルが多岐にわたっていることがあげられる。すなわち、
現状において、特に大学院のレベルでは日常生活と対日本人関係、を円滑にす
るという目的を第一義として日本語能力を必要とする部局がある一方で‘、入
学、研究・教育、学住論文の要件としている部局もある。
また日本語予備教育を受講する留学生は、各国の日本大使館が推薦する大
学院レベルの研究留学生で、指導教官がその必要を認めた者ということにな
っている。したがってその多くは自国で修士課程以上の大学院に所属する学
生、あるいは既に大学その他で教職・研究職についている人々であり、彼・
彼女らに共通するのは比較的年齢が高く、すべて自分の専門分野を持つ研究
者または研究志望者という点であり、なかには自国で相当高い社会的地位に
ある者もいる。
このような状況にあって、本センターにおける日本語教育はいまだに確立
したとはいいがたい現状であるが、先述した「日本語予備教育Jにあっては
次の諸点が今後とも留意されるべきであろう。つまり、主に自然科学系を専
門分野とし、ある程度年齢の高い研究者・研究志望者が、日本で専門の勉
学・研究を行うために半年聞の集中的な日本語教育を受けるとすればその方
法と内容および教授にあたる教師像はどのようなものが望ましいのか。
また留学生センターは、京都大学の外国人留学生に関する諸々の問題を専
門的に研究し、対処する中心的機関の役割を担わなければならない。これま
では専任教官の専門性を生かしながら全学の外国人留学生を主たる対象とし
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て日本語・日本文化・日本事情の教育と留学生指導に関わる業務を行ってき
たが、今後はさらに、緊急を要する課題としては留学生の家族また外国人研
究者とその家族への日本語教授を含む種々の問題に対する対応、また将来的
な課題としては、センターを高度な国際的・社会的な要請に対処できる学際
的な研究・教育機関としての組織へと発展拡充させることも視野に収めてお
く必要があろう。
直近の課題としては「短期留学推進制度Jへの対応があげられる。文部省
は平成 7(1995)年度より、アジア・太平洋地域の学部学生・大学院生を対象
にして、 1年間程度の短期間わが国の大学に留学を可能にさせる「短期留学
推進制度Jを創設させる。既に筑波大学、東京大学、九州大学をはじめとし
て複数の国立大学で、この制度を利用した各大学独自の短期留学特別プログ
ラムを発足させるべく作業が開始されている。本学においても国際交流委員
会を中心として討議が重ねられ、平成 9(1997)年10月からこの制度を活用し
た「国際教育プログラム(仮称)Jを開始するべく全学の意思統ーが図られつ
つある。本センターは将来このプログラムの実行に当たっては、日本語教育
のみならず、人材を生かした専門科目の授業提供、またプログラム全体のコ
ーディネータとしての実務を中心的に担うなど、積極的な関わりが求められ
よう。
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